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はじめに 戦争と企業という問題設定について 
 戦前の日本は、幕末維新期の総決算となった戊辰戦争に始まり、西南戦争、日清戦争、
日露戦争、そして第一次世界大戦、満州事変以降の戦争の時代と続く中で、近代化、工業
化、そして現代化を遂げてきた。明治維新以来、基本的には政府主導の諸施策によって達
成されてきたとはいえ、特に第一次世界大戦を機とする国家総力戦という総動員体制の下
では、民間企業の発展を組み込む動員体制づくりが至上命令となった。とくに、第一次大
戦によって出現した航空機と自動車という新分野においては、企業の参入と、政府による
組織化が進められるも、満州事変以降は、航空機、そして自動車も、軍需を狙いとする企
業活動へと傾斜する。軍需によって、航空機及び自動車の産業的な発展は極大化するも、
敗戦後は一転して企業は事業の再構築を迫られることになる。このような時代対応的な企
業活動は、企業の立地する地域の産業的な変化を主導するものであり、軌道づけるもので
あった。 
ここでは、四大工業地帯の一つと喧伝された中京工業地帯、その中心の都市名古屋のケ
ースをとりあげたい。 
  
戦時下の名古屋(『掌中 大名古屋区分地図』清正堂書房、１９４３年)。 
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一、中京工業地帯への途 
 かつて、日本の四大工業地帯のひとつと言われた中京工業地帯の原点は、戦時下におけ
る都市名古屋への軍需工業、そして航空機工業の集積にあった。この点については、中京
工業地帯の実態が戦時下の中京重工業地帯にあったという指摘が参考となる。そこでは、
中京工業地帯の「重工業力」の９０％近くをもつ中心地名古屋においては、１９３７年に
は工業構成は「重化学工業を枢軸に編成替され」、それまで、車輛、時計工業、そして紡織
機工業が発展してきた中京・名古屋は全国的にも「航空機、自動車等の近代精密工業の中
心地帯」となるとする。そして、この中京工業地帯、中京重工業地帯の特徴として指摘さ
れているのは、「兵器類の軍需品工業」が「昭和５年頃に至るまで我国第一の生産額」であ
ったように、「早くから中京地帯が軍需工業的な色彩が濃厚」であったことであるとしてい
る（松村谷藏「中京重工業地帯の特質」『勧業』第２７巻第１０号、名古屋市役所内名古屋
勧業協会、１９４０年、４、５、１０ページ）。 
以上のことを表１、表２で確認すれば、「兵器類の軍需品工業」が第一次大戦後には機械
器具分野の最大品目の車両生産に匹敵するものであり、満州事変以降は、機械器具工業の
中で図抜けた分野となっていたことがわかる(昭和１３年の産額の１５．２％が航空機其他
兵器)。名古屋市における機械器具工業の生産額も、満州事変をはさんで、昭和５年の３６
８，１３５千円から、昭和１３年の８９４，１２１千円へと激増しており（『名古屋市勧業
要覧』各年版）、以後、機械器具工業、そして航空機其他兵器の生産額は急増することとな
る。 
 
表１ 第一次大戦後名古屋の主要機械器具工業製品(単位、千円) 
 年＼品目 紡織機械器具 ポンプ 車輛   時計 ※銃砲弾丸兵器 
大正 13年   4,734        1,396   9,042   3,576   8,661 
昭和 5年    2,405          933   6,888   1,850   4,661 
出典：『勧業』第２７巻第１０號、名古屋市役所内名古屋勧業協会、１９４０年。 
※銃砲弾丸兵器のみは愛知県分である。 
 
表２ 満州事変以降の名古屋の主要機械器具工業製品(単位、千円) 
 年＼品目 原動機 電気機械 鉱業用  紡織機械 車輛   航空機 （銃砲弾丸  
器具  機械器具          其他兵器   兵器） 
昭和 9年        43    4,947      --     7,792    15,837   ※39,905   ※（10,042） 
昭和 13年   79,826   20,756   6,099    9,242    42,223  ○135, 875     --       
出典：表１に同じ。 
※は愛知県分である。○の数字は『名古屋市勧業要覧』のものであり、名古屋市分。 
 
実際、戦時下の名古屋を中心とする航空機工業については、「今次我カ航空工業能力ノ約
3 
 
半部ヲ占ムル中部地方」（軍需省『敵ノ航空工業破壊企図及東海地方航空工業震害非常対策』
昭和１９年１２月９日、森川史料、防衛研究所戦史研究センター史料室所蔵）と指摘され
ており、愛知県の文書においても、日中戦争以降「名古屋市ヲ中心トスル軍工廠ヲ始メ多
数ノ軍需関係重要工場ノ設置ニ依リ帝国枢要ノ重工業地帯トシテ宛然一大兵器廠ノ観ヲ呈
シ、特ニ航空機生産ニ就テハ極メテ重要ナル地位ヲ占ムルニ至レリ」（愛知県『航空機工業
ニ関スル愛知県施策概要』１９４３年、〔まえがき〕）と述べている。「帝国枢要ノ重工業地
帯」となった愛知県、名古屋市は、全国的には、軍需工業、中でも航空機工業が際立って
いたとしている。 
 いま、航空機生産のピークの時期（昭和１９年４月から昭和２０年３月まで）における
中京重工業地帯の航空機生産工場である三菱重工業名古屋航空機製作所、愛知時計電機（愛
知航空機）、そして川崎航空機工業（岐阜）の航空機生産に占める割合を見ると（表３）、
中部地方、中京工業地帯における航空機生産は、全国の３２．３％であり、名古屋市内に
工場のある愛知航空機と三菱重工業に限っても全国の約２０％を占めるものであった。 
 
表３ 昭和１９年４月から昭和２０年３月までの航空機生産(単位、台) 
        海軍機    陸軍機     計 
三菱重工業   ２３６２   １１９１  ３５５３（１４．３％） 
川崎航空機工業    －   ３１３６  ３１３６（１２．６％） 
愛知航空機   １３３７         １３３７（ ５．４％） 
小計   ３６９９   ４３２７  ８０２６（３２．３％） 
   合計  １３２５４  １１６０７ ２４８６１（１００％） 
出典：堀越二郎・奥宮正武『零戦 日本海軍航空小史』日本出版協同、１９５３年、 
巻末資料。原典は軍需省資料としている。 
 
更に、愛知県「ニ於ケル航空機工業ハ三菱重工業会社ヲ始メ愛知航空機、愛知時計、岡
本工業、住友軽合金等多ノ重要工場事業場ヲ中核トシ之ニ系列スル協力工場ハ実ニ１，１
８６工場ノ多キニ達シ管下全工場ノ二〇％、工員ニ於テ七〇％ヲ占メ宛然航空工廠ノ感ヲ
現出シ而モ今後愈々施設拡充ノ一途ニ在リ」（愛知県『航空機工業ニ関スル愛知県施策概要』
１９４３年、４ページ）ということを考慮すれば、部品工業を含めた、航空機工業に占め
る中京工業地帯、愛知・名古屋の占める位置はさらに高いものとなろう。 
 名古屋市における軍需品、航空機工業関係の主要な工場・企業は、表４の通りであるが、
表４に掲載の会社については、設立年次が株式会社への組織変更となっているものもある
が、関係企業の設立年次は、昭和１０年以降に集中しており、軍需工業、航空機工業の集
積が戦時下に急速に進展したことが知られる。その結果、名古屋市は「今次大戦中我が国
航空機生産の約７割を占め航空機名古屋といわれる」までとなる（愛知東邦大学地域創造
研究所編『戦時下の中部産業と東邦商業学校』唯学書房、２０１０年、８８ページ）。 
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表４ 軍需品〔特需品〕・航空機工業関係の工場・企業一覧 
会社名          所在地       主タル業務    設立年月 
名古屋商事株式会社    東区松山町     特需品製造下請  大正６年８月 
朝日工業株式会社     東区矢田町    特需品自動車部分品 昭和１３年１１月 
矢嶋工業株式会社     中区流町      特需品製作    昭和１１年４月  
株式会社佐竹鉄工所    中区西川端町 特需品製造自転車部分品 昭和１０年７月 
株式会社堀江金属品製作所 中区御器所町字鳥喰 特需品製造    昭和１７年７月 
岡本工業株式会社     昭和区東郊通 特需品自転車及工作機械 大正８年３月 
久保田精機株式会社    昭和区白金町    特需品製造    昭和１３年８月 
株式会社中京機械製作所  昭和区江越町    特需品製造    昭和１４年１月 
株式会社藤田製作所    昭和区二野町    特需品製造    昭和１１年２月 
株式会社祖父江鉄工所   昭和区高辻通    特需品製造    昭和１４年１月 
愛知時計電機株式会社   熱田区千年字船方 特需品製造時計量器 明治３１年６月 
愛三工業株式会社     熱田区熱田東町字呼続 特需品製造   昭和１３年１２月 
株式会社三工製作所    熱田区熱田東町浮島 特需品製造    昭和１２年４月 
旭機械株式会社      中川区八千代通   特需品製造    昭和１３年７月 
日帝工業株式会社     中川区清船町    特需品製造    昭和１４年３月 
合資会社角田製作所    中川区外新町    特需品製造    昭和３年７月 
株式会社誠工舎      中川区福川町    特需品製造    昭和１１年１２月 
金城工業株式会社     港区稲永町     特需品製造    昭和１４年１月 
渡邉工業株式会社     港区新川町     特需品製造    昭和１３年６月 
東海航空機工業株式会社  港区六番町     特需品製造    昭和１７年７月 
高野精密工業株式会社   港区笠寺町一ノ割  特需品製造    昭和１３年４月 
株式会社名古屋螺子製作所 港区呼続町字見取  特需品製造    昭和１１年３月 
株式会社太平製作所    港区笠寺町字下加福 特需品製造    昭和１２年４月 
中部工業株式会社     港区笠寺町一ノ割  特需品製造    昭和１２年１２月 
株式会社大江工業所    港区笠寺町十ノ割  特需品製造    昭和１４年４月 
明治時計製造合資会社   港区明治町     特需品製造    明治２８年１０月 
株式会社名古屋鍛工所   港区豊本通南    特需品製造    昭和１３年４月                    
出典：名古屋市総務部統計課『名古屋市に於ける会社企業の概況とその主なる会社』 
１９４３年。 
 
次に、戦時下の中京重工業地帯のその中心をなす航空機工業が名古屋で発展した要因に
ついて検討する。 
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二、航空機の製作と名古屋 
中京工業地帯の中心都市名古屋において、航空機工業が発展することになった要因につ
いては、当時の名古屋商業会議所調査部の指摘に従えば、「名古屋の如何なる生産条件が飛
行機製作地として適当するか」という問いに対して、「木材の集散地、電力の豊富、地理的
関係等個々の条件」は、決定的とは考えられず、最大要因としては、「名古屋が新工業都市
として現在並びに将来に対し発展の余地に富む」ことをあげる。具体的には、「新工業都市
に対する新機械工業の勃興」が決定的とする。その機械工業が航空機生産に傾斜すること
については「名古屋が製作飛行機試乗地として濃尾の大平野を控えていることと、水上飛
行機試乗の好適地として伊勢湾に臨んでいること」があるとして、このことのゆえに、「各
務原航空隊、明野ケ原の飛行学校、豊橋の爆撃隊、伊良湖の爆撃場、その他官民間の設備」
が立地したとしている(『新修名古屋市史資料編 近代２』２００９年、７７５ページ以下)。 
以上、名古屋が航空機の製作地となりえた条件は、すでにみた機械工業の発展もさるこ
とながら、航空機のユーザーとなる陸海軍の部隊の設置であり、その前提としての飛行場
用地確保の容易さと水上飛行機試乗用としての伊勢湾の存在をまず指摘できよう。 
実際、早い時期から航空機に注目していた陸軍は、１９１１年の所沢飛行場の完成以来(海
空会編『海軍航空年表』原書房、１９８３年、１２ページ)、航空機の運用を本格化させ、
第一次大戦期の１９１５年に所沢に航空大隊を開設する。この航空大隊の第二大隊が１９
１８年に「岐阜に移駐」するに際して（防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書 陸軍航空の
軍備と運用<１>』朝雲新聞社、１９７１年、６１、６５ページ）、もともと陸軍の「各務ケ
原大砲射的場」(１８７９年)であった各務原の地に陸軍第二の飛行場として「各務ケ原飛行
場」が設置される(１９１７年)(『各務ケ原飛行場１００年史 各務原市資料調査報告書 第
４３号』各務原教育委員会、２０１７年、６１ページ)。 
この陸軍は、第一次大戦後には招聘した「フォール大佐以下の仏国航空団」による技術
伝習を実施する(１９１８年)。その際「操縦班は各務原、射撃班は静岡県の新居町、爆撃班
は同三方ケ原、偵察観測班は下志津、機体製作班は所沢、発動機製作班および検査班は東
京の砲兵工廠、気球班は所沢において」実施する（前掲、『戦史叢書 陸軍航空の軍備と運
用<１>』、６１、９０ページ）。各務ヶ原飛行場と共に、東京砲兵工廠熱田兵器製造所が技
術伝習の場となったのであった。１９０４年に設立された東京砲兵工廠熱田兵器製造所に
おいて航空機の生産が開始されるのは１９１７年であり、１９１９年には発動機製造専用
の千種機器製造所が設立され（『愛知県史 資料編３０ 工業２』２００８年）、陸軍工廠
の航空機生産拠点が名古屋に集中することとなる（『碑の建立と思い出』名古屋陸軍造兵廠
記念碑建立委員会、１９８０年に詳しい）。 
 なお、当時の「川崎造船所は兵庫県神戸市に製造工場を置いて」いたが、「神戸には飛行
場がなかった」ことで、１９２１年に「岐阜県稲葉郡蘇原村に飛行機組立用地を購入」し、
１９２２年に「格納庫と試験飛行設備を整えた川崎造船所飛行機部・各務原分工場」を設
置している(前掲、『各務ケ原飛行場１００年史 各務原市資料調査報告書 第４３号』６１
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ページ)。 
 
 
熱田兵器製造所(松久哲製図発行『名古屋市全図』１９０９年)。 
  
 他方、「港内水浅く水運の便恵まれない」「熱田港に一大築港を築設して海陸連絡をはか
って、大いに商工の興隆に資せん」として開始された熱田湾築港工事・名古屋港拡張工事
は、港湾設備の確保のための埋め立てがすすむとともに、その埋立地は、名古屋港への交
通網の整備によって、「工業地として必要な井水は最も豊富である」ことから「工業地とし
ては絶好の地」となった(港湾協会第十回通常総会愛知準備委員会『港湾と愛知県』１９３
７年、１２６、１５０ページ)。１９０７年の名古屋市と熱田町との合併、名古屋港開港以
降、埋め立てがさらにすすめられ、臨港地域の用地は以下のように拡大する。埋立地の名
古屋市域への編入順に次の通りである。 
明治４０年１１月、名古屋港築港埋立地（築地） 
明治４３年３月、南区千年地先公有水面埋立地（東築地） 
大正４年１２月、南区稲永新田地先公有水面埋立地（鴨浦） 
大正１０年２月、愛知県笠寺村大字笠寺及本星崎地先公有水面埋立地（大江） 
昭和２年１２月、南区星崎町地先公有水面埋立地（昭和町） 
昭和４年７月、南区鳴尾町地先公有水面埋立地（船見町） 
昭和６年１月、名古屋港東突先公有水面埋立地（潮見町） 
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昭和１０年７月、南区西倉町及海岸通地先公有水面埋立地（海岸通） 
昭和１１年４月、西突堤端先公有水面埋立地（潮止町） 
昭和１１年１２月、潮見町及船見町先公有水面埋立地（潮見町、船見町） 
昭和１５年２月、名古屋港内第十号地西南公有水面埋立地（空見町、潮凪町、潮止町） 
昭和１７年３月、昭和１８年４月、名古屋港内第十号地西南公有水面埋立地（潮止町） 
昭和１８年４月、名古屋港内庄内川左岸地公有水面埋立地（潮止町） 
（『数字が語る名古屋 昭和２８年版』名古屋市総務局統計課、１９５３年、２ページ） 
    
１９３７年頃までの名古屋港の埋立地の位置は図の通りである。一号地から十号地までが
完了している。本星崎の地先埋立地の六号地に立地したのが三菱重工業名古屋航空機製作 
 
名古屋港埋立地一覧（「名古屋港修築計画平面図」港湾協会第十回通常総会愛知
準備委員会『港湾と愛知県』１９３７年）。 
所であった。１９２０年に三菱内燃機製造の一工場として建設され、稼働する。 
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 戦時下の航空機工業の主要工場として、愛知県の文書で挙げられていた「三菱重工業会
社ヲ始メ愛知航空機、愛知時計、岡本工業、住友軽合金」は、名古屋臨港工業地帯となっ
ていた港区・熱田区を中心とする地域に工場、航空機試乗用の水上飛行場を確保していた
のであった(下記地図を参照。前掲『掌中 大名古屋区分地図』を加工したもの)。 
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戦時下の都市名古屋への航空機工業の集積を主導した三菱重工業名古屋航空機製作所、
愛知時計電機・愛知航空機と、戦時下の県外資本の進出を代表する住友金属工業名古屋軽
合金製造所を取り上げる。さらに、航空機生産に主導された名古屋の重工業は、敗戦によ
り、自動車工業の製造基盤へと転換し、再生・拡大する。その事業転換を、以上の企業・
工場に即してとりあげたい。 
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三、愛知時計電機・愛知航空機 
 愛知時計電機は、１８９３年に愛知時計製造合資会社として設立されるも（『愛知時計電
機８５年史』１９８４年、２ページ）、１８９８年に愛知時計製造株式会社となり、１９１
２年に愛知時計電機株式会社に改称する（『愛知県史 資料編３０ 工業２』２００８年な
どを参照）。時計製造は輸出産業として名古屋の代表的な産業であったが、１９００年の北
清事変による輸出の途絶によって、同社の経営も多額の欠損を計上する。ひきつづき中国
市場の販路確保に努めるとともに（前掲、『愛知時計電機８５年史』、２－３ページ）、日露
戦争に際しては、陸軍砲兵工廠より「砲弾ノ精密部品」の製作を受注し、日露戦後には海
軍造兵廠より兵器製作を受注する。以来、海軍工廠より「兵器部分品及電気諸機械製作」
を受注する。輸出産業としての時計分野の変動の激しさを緩和すべく、軍需品の分野に進
出したことで、１９２０年には横須賀海軍工廠から横廠式の水上機の生産を受注し、工場
用地を現熱田区船方に確保し、飛行機工場を設置する(１９２２年)（『愛知県史 資料編３
０ 工業２』２００８年）。 
当初の愛知時計電機における量産機種は、「横廠式ロ号甲型水上偵察機」であり、同機は
横須賀海軍工廠において１９１７年に完成し、海軍の制式採用となる。「エンジンは最初サ
ルムソン１４０馬力であったが、後にサルムソン２００馬力に強化され、大正８年には、
三菱がライセンス生産により国産化を始めたイスパノ・スイザ２００馬力に換装」される。
同機の生産は横須賀海軍工廠のほか愛知時計電機と中島飛行機でも行われ、１９１７年か
ら１９２４年までの総生産数は２１８機に達したという（木村秀政・田中祥一『日本の名
機百選』中日新聞本社、１９８５年、３０ページ）。愛知時計電機では８０機生産された（「愛
知航空機・製作飛行機年譜」⑥飛行機８３、防衛研究所戦史研究センター史料室所蔵）。な
お、愛知時計電機は、名古屋港四号地に水上飛行場を確保していた（用地取得は１９２２
年、前掲『愛知県史 資料編２９ 工業２』１６１ページ）。 
 
海軍工廠式二百馬力水上飛行機〔横廠式ロ号甲型水上偵察機〕。 
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愛知時計電機の水上飛行場〔昭和初年頃、名古屋港四号地〕。 
 
この横廠式ロ号甲型水上偵察機の後継機に採用されたのが「ハンザ式水上偵察機」であ
り 
（１９２２年）、同機は」「エルネスト・ハインケル技師の設計で、進歩的な構造を持つ当
時としては珍しい単葉機で、大戦中偵察・哨戒・攻撃機として北海の荒波に鍛え抜かれた
性能は、日本の海に十分使える耐波能力を持っていた」ことから、「ハンザ式水上偵察機と
して国産化し、中島飛行機と愛知時計電機において１９２２年から生産され」「両社合計約
３００機を製造した」という（前掲、木村秀政・田中祥一『日本の名機百選』、５６―５７
ページ）。愛知時計電機では、１９２２年から１９２９年まで１５０機製造する（前掲「愛
知航空機・製作飛行機年譜」）。愛知時計電機は、この後ハインケル社と技術提携して、水
上偵察機や艦上爆撃機の開発製造に邁進する(『愛知時計電機８５年史』１９８４年を参照)。 
  
ハンザ二百馬力水上飛行機。 
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愛知時計電機株式会社用練習機〔ハンザ式水上機〕。 
 
 愛知時計電機における時計、軍需品、航空機の分野別の生産の割合については、次の表
５で知られる。「砲水関係」は「発射管、魚雷部品、機械水雷」などの軍需品であり(前掲、
『愛知県史 資料編３０ 工業２』、１７８ページ)、従業員数からすると、満州事変以降に
おいては、軍需品と航空機機体・発動機が決定的な割合を占めるものとなっていた。 
 
        表５ 愛知時計電機の分野別従業員数(１９３６年、単位、人) 
      職員・   砲水関係  機体関係  発動機関係 瑞穂工場 その他 
      従業員総数 作業従事  作業従事  作業従事  時計量水器 
昭和７年  １９９５人  ６４９人  ７９８人 ２８４人  １４９人 １１５人 
昭和１１年 ５６２５  ２２７９  １８６９人 ９９１   ３６０  １２６ 
出所：『昭和１１年４月 現状報告書 愛知時計電機株式会社』防衛研究所戦史研究センタ
ー史料室所蔵。 
 
 愛知時計電機の航空機生産は主要なものとしては表６の通りである。 
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 表６ 戦時下の愛知時計電機（愛知航空機）の量産機種（１００機以上） 
機種          会社略番号 基礎研究 生産機        
開始年月  終了年月   総台数 
九六式艦上爆撃機   ＡＢ１０型       １９３６年 １９４０年   ４２７ 
九九式艦上爆撃機１１型ＡＭ１７  １９３６年 １９３９年 １９４２年   ４７６ 
九九式艦上爆撃機２２型            １９４２年 １９４４年   ８１６ 
零式水上偵察機    ＡＭ１９型       １９３８年 １９４２年   １３２ 
九〇式機上作業練習機             １９３８年 １９３９年   ２４５ 
九七式艦上攻撃機               １９４２年 １９４３年   ２００ 
瑞雲         ＡＭ２２型 １９４０年 １９４２年 １９４５年   １９４ 
彗星１１型艦上偵察機             １９４２年 １９４４年   ６６０ 
彗星１２型艦上爆撃機             １９４２年 １９４４年   ３２０ 
彗星３３型艦上爆撃機             １９４４年 １９４５年   ５３６ 
彗星４３型艦上爆撃機             １９４５年 １９４５年   ２９６          
出所：前掲「愛知航空機製作飛行機年譜」。 
 
 愛知時計電機が航空機分野に参入した当初の航空機生産は、機種あたり１００機前後で
あったが、戦時下においては、九九式艦上爆撃機と彗星型に見られるように１０００機以
上となっている。工場の増産体制が戦時下迫られることとなる。 
 愛知時計電機は、日中戦争期以降の量産に際して船方町本社工場前２万坪の敷地に約１
万坪の発動機工場を新設し(１９３８年２月)、本社工場発動機部をこれに移転する(『東洋
経済新報』昭和１３年４月３０日号）。同社は、まず発動機工場を拡張し、さらに九九式艦
上爆撃機の量産体制拡大のために永徳工場を設立する(１９４１年５月)。愛知時計電機が航
空機部門を分離して、その事業を別会社で経営することとなったのは、同社の事業である
航空機と特殊軍需品について「事業別、命令系統別に会社を別にし、その各々の経営能率
を高め、生産増強に万全を期する」ことがあったという(『ダイヤモンド』昭和１７年１１
月１１日号）。 
愛知航空機は本社を名古屋市港区稲永新田に設置し、機体関係の永徳・船方・名古屋港
十一号地・挙母町伊保の各工場と、発動機関係の熱田・名古屋港四号地の両工場を擁して
スタートした（１９４３年）(『愛知機械工業５０年史』１９９９年、１４ページ)。愛知時
計電機は航空機部門に属する一切の設備を愛知航空機に譲渡したことで、もっぱら精密機
械、量水器、そして特需関係品の生産に注力することとなる(東洋経済新報社編『中部日本
の事業と会社 昭和十八年版 第六回』)。 
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永徳工場(庄内川河口右岸、『市有地一巻 昭和 17年度』名古屋市市政資料館所蔵)。 
愛知航空機の永徳工場における生産については、１９４４年７月でみると日本の航空機
全生産量の４％に達し、１９４４年１２月の分では６％に拡大したとある。従業員数で見
ると愛知航空機の航空機部門で従業員数が最も多かったのは、１９４４年９月で、その数
は２６、２４０人であり、発動機部門の従業員数が最も多かったのは、１９４４年４月で、
その数は９、４１５人であった。永徳工場の授業員数は、その構成は、１９４１年１０月
２日に徴用が開始されて以後は徴用工が多数雇用されたことがあり、永徳工場の従業員数
の最も多かった時期には約６、９００人の男子の徴用工と共に１９０人の女子補助員が用
いられ、その合計した人数は正規の従業員数の約半数に達したという（『米国戦略爆撃調査
団報告 愛知航空機株式会社』航空自衛隊幹部学校、１９６１年５月、９ページ以下）。 
 海軍機の開発と生産を担当した愛知航空機は、東南海地震と米軍よる空襲などにより工
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場の名古屋市外への疎開分散を余儀なくされ生産は激減する。敗戦後は、三輪自動車へと
転換し民需転換を遂げる。他方、愛知時計電機は、戦時下、九九式艦上爆撃機などの海軍
機担当から軍需品生産へと転換し、戦後は水道メーターへと主業を転換する。 
 戦後の愛知航空機は１９４６年に愛知起業株式会社に社名変更し、当初は「進駐軍用フ
ットロッカー」などの製造でしのいでいたが、民需転換によりオート三輪車「ヂャイアン
ト号」の製造販売に乗り出し、１９４９年には新愛知起業に社名変更する（『愛知機械工業
５０年史』年表）。当時（１９４９年１０月から１９５０年３月まで）の売上高の内訳は、
自動三輪車、１３０，８１２千円、三輪消防車、３３，２１９千円、軽油発動機、１７，
３３７千円と続くように、自動三輪車が圧倒的であった(日本経済新聞社編『会社年鑑 １
９５１』１９５０年)。 
オート三輪車「ヂャイアント号」は帝国精機産業株式会社から製造販売権を譲り受けた
ものではあるが（『愛知機械工業５０年史』年表）、愛知航空機が戦時中に「ドイツのダイ
ムラ、ベンツ会社と特約を結び、飛行機エンジンを製作」していたことから、「この技術を
オート三輪に応用」したものであり、したがって、同社の「製作するオート三輪のエンジ
ンは水冷式で」 (『ダイヤモンド』１９５２年１月１１日号)、空冷式の他社製品に比べて
「ヂャイアント号三輪車は、堅牢で」「力が強い」としている。「液冷エンジンの航空機を
製作していた」ことのなせる業であった(『ダイヤモンド 週刊４月２８日号 １９５６』
１９５６年）。 
 
新愛知起業の製品（ＥＸＰＯＲＴ ＧＵＩＤＥ ＴＯ ＣＥＮＴＲＡＬ 
ＪＡＰＡＮ  ＶＯＬ  １、ＨＡＢＵ  ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ      
ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ ＮＡＧＯＹＡ １９５０）。 
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なお、「未稼働資産を活用して航空機の生産を行う意図」のもと(『ダイヤモンド』１９５
２年１１-１２月、臨時増刊号)、新愛知起業は、１９５１年に「航空発動機修理実施計画」
を策定するも、四輪車事業への進出を選択し、１９５３年、愛知機械工業に社名変更する
（『愛知機械工業５０年史』３３―３４ページ）。 
 愛知時計電機は、敗戦後、瑞穂工場で時計および水道メーターの製造を再開し、船方工 
場の再建と共に同所で水道メーターの製造を本格化させ（１９４９年）、新愛知時計電機を 
設立する（『愛知時計電機８５年史』１９８４年、２８４ページ）。当時（１９４９年１０ 
月から１９５０年３月まで）の生産実績は、船方工場で、量水器、２７４，２２９千円、 
瑞穂工場で、時計、６３，７３６千円、堀田工場で、歯切加工外、４、３１７千円となっ 
ていた(日本経済新聞社編『会社年鑑 １９５１』１９５０年)。その後の「生産品の販売 
率〔２６年９月期〕」は、量水器５９％、時計２０％の割合であり、「時計は、掛け時計が 
主で」「全国比２割で、第３位」であり、メーターである「量水器は、全国の６割から７割 
を生産し、第一位」であった。朝鮮特需で「米軍から、照明弾の時限信管の注文を受けた」 
が、「数量が知れている」規模であったという(『ダイヤモンド』１９５２年４月、臨時増刊 
号)。 
 
 
愛知時計電機・愛知機械工業の上空写真〔写真中央辺り〕（堀川と新堀川の合流地点、１９
５８年頃）（『昭和３３年航空写真（市内等）１』名古屋市市政資料館所蔵）。 
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四 三菱重工業名古屋航空機製作所 
三菱の航空機分野への進出は、三菱神戸造船所において１９１７年に「内燃機工場」を
新設したことに始まる（『三菱重工名古屋航空宇宙システム製作所五十年史』２００７年、
４２ページ）。１９１９年には、名古屋築港第六号埋立地に用地を買収し、１９２０年には、
三菱内燃機製造株式会社を設立して、１９２１年には、同社名古屋工場が開業している。
同年には、英国「ソッピース」社の設計主任以下９名が名古屋に赴任して、海軍の制式と
なる海軍十式艦上戦闘機を完成させている（前掲、『三菱重工名古屋航空宇宙システム製作
所五十年史』年表）。量産化された十式艦上戦闘機は１９３０年頃までに１２８機が生産さ
れた(松岡久光『みつびし飛行機物語』アテネ書房、１９９３年、３６ページ)。 
 
  
十式艦上戦闘機。 
 
三菱内燃機名古屋製作所全景（１９２１年に三菱内燃機製造名古屋工場から改称）。 
 
三菱内燃機名古屋製作所は、当初から、敷地内に飛行場を確保しており、十式艦上戦闘機
も試作機の試験飛行を実施していたものと思われる。 
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三菱内燃機株式会社名古屋製作所平面図。 
 
三菱内燃機株式会社名古屋製作所は、１９２８年に三菱航空機株式会社と社名変更し、
１９３４年には、三菱造船株式会社と合併して三菱重工業株式会社となり、名古屋製作所
も名古屋航空機製作所と改称される。以下、当時の呼称ですすめる。 
名古屋製作所における飛行場については、「飛行場設置許可申請書」（昭和２年５月３１
日）の中で「名古屋製作所ニ係ル航空機ノ試験並練習航空ノ為大正十年六月以来名古屋市
南区大江町二番地ニ陸上用航空機ノ離着陸用飛行場ヲ設置シ」（三菱史料館所蔵史料「名古
屋土地 契約関係 自昭和二年至昭和十年」）、大正十五年には「名古屋港内一部ニ於ケル
水上飛行機離水並着水場設置」を申請し許可を得ている。後者の水上飛行場については「但
シ出入船舶其ノ他航運上ニ危険ヲ及ホスノ虞アリト認ムルトキハ飛行ヲ停止セシムルコト
アルベシ」とある（愛知県知事から三菱内燃機株式会社名古屋製作所宛（大正１５年７月
１２日）文書、三菱史料館所蔵史料「名古屋土地 契約関係 自昭和二年至昭和十年」）。 
 しかし、名古屋製作所における飛行場、水上飛行場は、同所の周囲が「東側一帯ニ道路 
ヲ隔テテ当所工場ニ対ス北側ハ愛知電気鉄道株式会社臨港線路（架空線アリ）ヲ距テテ西 
寄リニ農林省穀物倉庫及東邦電力火力発電所アリ同発電所ハ高サ１８０尺ノ煙突二本及東 
北ニ向ヒテ延ビタル高圧線ヲ有ス西側ハ名古屋港ニ直面シ水面相当ニ広シ幅員百尺ノ運河 
ヲ隔テテ第七號埋立地ニ対ス該地ニハ未ダ建物ナシ」（三菱内燃機株式会社名古屋製作所長 
から常務取締役宛文書（昭和４年１２月１６日） 三菱史料館所蔵史料「名古屋土地 契 
約関係 自昭和二年至昭和十年」）という状況であったように（次の写真を参照）、「名古 
屋市ノ急足ナル発展ニ伴ヒ右飛行場ノ附近ニハ高度ナル煙突家屋等諸種ノ建物増加」のた 
め「各種ノ飛行機ニ対スル試験ノ実施著シク困難ノ実状ト相成候結果他ニ完全ナル飛行場 
ヲ必要」としたことがあった（各務ケ原飛行場使用ノ件 大正十五年 三菱内燃機会長か 
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ら陸軍大臣宛文書『永存書類乙集第三類第一冊 大正十五年』防衛研究所戦史研究センタ 
ー史料室所蔵）。実際、「金属飛行機の出現とともに滑走距離が伸びていくこと」に対応す 
べく「各務原飛行場に整備工場兼格納庫を建設」したのであった(前掲、『各務ケ原飛行場 
１００年史 各務原市資料調査報告書 第４３号』)。１９２７年に各務原に飛行場兼格納 
庫を建設する（前掲、『三菱重工名古屋航空宇宙システム製作所五十年史』、４３ページ）。 
飛行場の名称は「陸軍航空本部補給部各務原支部附属飛行場」であった（三菱内燃機株式 
会社名古屋製作所長から常務取締役宛文書（昭和４年１２月１６日） 三菱史料館所蔵史 
料「名古屋土地 契約関係 自昭和二年至昭和十年」）。 
 
 
三菱航空機株式会社名古屋製作所全景〔飛行中の水上機の翼の先のところに、水上機引揚
口、「飛行機斜路」が見える〕。 
 
 この後、名古屋製作所で開発製造された航空機は「各務原飛行場ニ輸送スル方法トシテ
陸路牛車ニ依ル場合ト水路（陸軍特殊機外翼ヲ輸送スル方法）ニ依ル場合トノ二途」あり、
「水路ニ依ル時ハ前項ノ如ク中央翼ヲ胴体付根ヨリ取脱サストモ中央翼固定ノ儘ニシテ差
支ナシ、即チ別紙ノ如キ団平船１隻ヲ用イ外翼二枚ヲ船ノ底部ニ積ミ込ミ其ノ上ニ胴体ヲ
積ミテ輸送ス」という方法が採用される（昭和七年１２月１２日の三菱航空機から海軍航
空本部技術部宛ての沿岸用攻撃機ノ件回答 三菱史料館所蔵史料「昭和十、十一年度 機
体雑件 九五陸攻 九試艦攻 九三陸攻全」）。 
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名古屋国際飛行場(１９３４年１０月開設)。 
 
 こうした事情は、１９３４年に名古屋港十号地に名古屋国際飛行場が開場しても変化は
なかったという。次の証言を見られたい。 
「完成機体は陸路、海路、鉄道により、機種に応じて企画し実行したが…四十八粁も隔
たった陸軍の各務原飛行場への難路…を牛馬便にたよって毎夜陸路輸送を余儀なくさ
れた…超大型機体、木曽川遡航の苦闘…それは大江工場の南岸壁スリップウエイから
大型団平船（…幅１０ｍ・長さ２０ｍ）二隻に外翼一枚ヅツを積載し、伊勢湾を斜断
し、木曽川河口から遡り、笠松橋を経て十六粁上流の飛行第二連隊裏「小山渡し」（犬
山橋下流四粁の地点）で陸揚げし、各務原飛行場に至る難作業であった…水のない浅
瀬〔でプロペラ船使えず〕…この水路輸送は、超重爆撃機六機と海軍九六式陸攻機五
機を、昭和六年から昭和十二年の間に十一回の苦行を無事完了することができたが…
十二年になると、この頃、幸い大江工場の対岸に名古屋国際飛行場ができたが、滑走
路が短く、高性能を備えた三菱製飛行機の処女飛行は無理であった。大東亜戦争に突
入し、いよいよ海軍の零戦、一式陸攻の完成要求は必至となり、この滑走路の延長が
三菱の手で実施され、なお三菱名古屋整備工場の機能も順次整い、格納庫も完備した。
爾来、海軍機はテスト機を除き、木曽川で体験した団平船を利用して、大江工場のス
リップウエイからこの飛行場岸壁に横付けして陸揚する方法で運ぶことができたので、
大いに助かった。…この海上輸送はわずか四十分の曳航であったが、…又何等設備の
ない飛行場岸壁での陸揚には、どうしても満潮時を利用することが絶対条件であった
ので、昼夜の別なく決行した…〔日米開戦以降〕…陸軍機の増産に伴い、各務原飛行
場への輸送は、連日連夜牛馬車２５両－３０両と長い行列を連ねて励んだ…」（『往事
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茫々―三菱重工名古屋五十年の懐古― 第一巻』三菱重工名古屋菱光会、１９７０年、
５２０ページ以下）。 
 
以上の証言について立ち入って見ると、名古屋国際飛行場は、１９４０年には「名古屋港
内十号埋立地ニシテ従来国際飛行場トシテ使用セラレテ居リマシタ処其ノ西南方埋立地空
見町二十八万余坪ノ区域ヲ新国際飛行場トシテ使用シ従前ノ十号地ヲ使用セザルコト」な
る（名古屋市市政資料館所蔵資料「公有水面埋立地市域変更ノ件 索引番号１３」『昭和十
五年四月起 知事諮問報告及答申書』市会事務局議事課）。新たに十一号地に建設された名
古屋飛行場には、証言にあるように三菱の手で滑走路を拡張した上で、「三菱航空機整備工
場」と「愛知航空機整備工場」が設置される(「昭和２３年５月１日現在聯合軍接収住宅並
管理施設明細」『進駐軍関係文書綴 昭和２１年―２８年』名古屋市市政資料館所蔵)。１９
４４年頃の三菱においては、陸軍機は「解体の上」各務原飛行場へ牛馬輸送で、海軍機は
「団平船を利用し、組立のまま名古屋飛行場へ海上輸送(テスト機は各務原へ)」で、それぞ
れ運ばれたという（『往事茫々―三菱重工名古屋五十年の懐古― 第一巻』三菱重工名古屋
菱光会、１９７０年、５３８－５３９ページ）。 
 １９４０年に制式採用となった零式艦上戦闘機の試作機である十二試艦上戦闘機につい
て、設計主任の堀越二郎は「第一号機は他の機体と同様、名古屋市南端の埋立地にある生
れ工場から陸路約４０粁余を牛車によってのろのろと岐阜県各務ケ原に送られた。その大
きさにおいて日本随一を誇る三菱の名古屋製作所がすぐ傍らに試験飛行に適する飛行場を
持たなかったことはその後も多数の軍用機の引き渡しを著しく遅らせた」と指摘する(堀越
二郎・奥宮正武『零戦 日本海軍航空小史』日本出版協同株式会社、１９５３年、１０３
ページ）。 
 以上の三菱重工業名古屋航空機製作所における航空機生産は、戦局の悪化、東南海地震、
空襲と工場の疎開分散によって生産は激減する。 
敗戦後、名古屋航空機製作所は、米軍向けの日用品の金物類の製造でしのいでいたが、
スクーター・バス車体で事業を再建する。「大江工場」では「昭和２１年６月から１１月に
かけて、フットロッカー、スチームヒーター、自転車、パイプファニチャー等が順次許可
され、大江、瑞穂工場で生産が開始された。これらの製品は約２カ年で終了した」とある(『大
江随想』三菱自動車工業株式会社名古屋自動車製作所、１９９１年、２ページ)。フットロ
ッカーは「進駐軍将校用の旅行用トランク」のことであり、「航空機の外板(ジュラルミン)
残材を利用」して製造したという(同上、２４ページ)。 
１９４９年には、傘下事業所の統廃合を経て名古屋製作所を新設し、１９５０年には 
旧三菱重工業が東日本重工業、中日本重工業、西日本重工業に分割されることで、中日本
重工業名古屋製作所となる(前掲、『三菱重工名古屋航空宇宙システム製作所五十年史』年表)。
名古屋製作所は、従業員が６，５１１人で、生産額の３３％が自動車車体となっていた（日
本経済新聞社編『会社年鑑 １９５１』１９５０年）。 
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中日本重工業の製品(ＥＸＰＯＲＴ ＧＵＩＤＥ ＴＯ ＣＥＮＴＲＡＬ ＪＡＰＡＮ Ｖ
 
中日本重工業の製品(ＥＸＰＯＲＴ ＧＵＩＤＥ ＴＯ ＣＥＮＴＲＡＬ 
ＪＡＰＡＮ  ＶＯＬ  １、ＨＡＢＵ  ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ      
ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ ＮＡＧＯＹＡ １９５０)。 
 
 １９５２年には中日本重工業は新三菱重工業に名称変更し、同社の「定款の事業目的に
艦艇、航空機、兵器を追加する」。この背景には、ＧＨＱによる「兵器・航空機などの生産
禁止令の緩和」措置があり、同年に小牧工場を建設することで航空機事業を再開し、１９
５３年から「米極東空軍」の機体修理を受注したことがあった。１９５５年にはＦ８６－
Ｆジェット戦闘機の生産に乗り出すこととなる(前掲、『三菱重工名古屋航空宇宙システム製
作所五十年史』年表)。「名古屋の大江工場と小牧工場を使用」し「大江で、部品生産と、荒
ら組立を行い、小牧で最終の組立を仕上げる」という体制であった(『ダイヤモンド １１
月中旬号』１９５５年１１月)。かくして、新三菱重工業の１９５９年の「３月期において、
自動車部門が全体の２２％、航空機部門が１２％」を占めるまでとなる(『ダイヤモンド』
１９５９年５月１６日号)。 
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五 住友金属工業名古屋軽合金製造所 
１９３５年に設立された住友金属工業は、住友グループ内の「鉄鋼業と銅・軽合金業を
一社」に経営統合したものであり、同社の「ジュラルミンは国産品の創始者として絶対的
な地位を保ち、金属プロペラは一部日本楽器製造会社とともにわが国生産の大部分を占め
ていた」という（『住友金属工業六十年小史』１９５７年、１１８ページ）。 
 同社の決定的な地位は、１９３６年に同社伸銅所において軽合金超々ジュラルミン（Ｅ
ＳＤ）の製造に成功したことであり、１９３９年から本格的な製造を開始したことであっ
た（『住友金属工業六十年小史』１９５７年、年表１８ページ）。この超々ジュラルミンの
「押出型材は零戦の主桁縁材に、その合わせ板は主桁ウェブに使用され、従来のものに比
して一機当たり約３０キロの重量軽減を可能ならしめた」（同上、１３５ページ）。日中戦
争後の「十三年度海軍航空本部から強力な要請を受け、更に大規模の拡充を指令されて新
工場建設の必要に迫られ」る。この要求額が「既定の海軍用計画能力に対して軽合金・プ
ロペラいずれも約三倍に達するものであった」ことから、１９３９年４月、名古屋工場の
建設に着手する。「名古屋工場は航空機用を主とする軽合金関係設備の拡充を目的とし、名
古屋市港区の千年に軽合金専門の総合工場（敷地２０余万坪）を建設」することになる（同
上、１４０－１４１ページ）。 
名古屋への工場建設に当たっては、新工場敷地としては、「結局航空機製造の中心地とな
っている名古屋に決定」したが、「敷地は１４年はじめ、愛知時計電機株式会社青木鎌太郎
社長のあっせんで、名古屋市港区千年字ロノ割５００の水田に、工場附属地として博覧会
跡地４万余坪を加えた約１９万坪を前者は、千年殖産株式会社から、後者を港北耕地整理
組合から入手することに」なる（『住友軽金属工業 年表』住友軽金属工業、１９７４年、
７２ページ）。この千年殖産所有地は、もともと、尾張藩が「収入の増加を図る」べく「藩
領内の荒蕪地の開拓と天然の干潟を利用して新田の築立」をすすめたことにさかのぼる
（『熱田前新田築立誌』津金頌徳会、昭和２７年１２月、２２ページ）。「農民を募って耕作」
せしめるべく、伊藤次郎左衛門ほかに土地を払い下げ、「農民は小作人として耕作に従事し
た」という」（同上、１７ページ）、千年船方辺りの地は延宝３年（１６７５年）に埋め立
てが完成している（同上、４ページ）。伊藤次郎左右門ほかが埋立地の大地主となったので
あった。 
明治維新後の所有の変化は、次の写真から知られる。 
 愛知時計電機の青木鎌太郎が斡旋に乗り出したことについては、後に、同社の製造する
艦上爆撃機「彗星」の原料であるアルミニウム板と「押出して作った形」材を住友金属工
業名古屋軽合金製造所から購入していたことからも知られるように軽合金の取引関係に基
づくものであった（『米国戦略爆撃調査団報告 愛知航空機株式会社』航空自衛隊幹部学校、
１９６１年）。 
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昭和１６年に伊藤次郎左衛門などの経営する千年殖産所有地を住友金属工業が取得した
ことを示す資料（名古屋市市政資料館所蔵「土地台帳」）。 
 
住友金属工業の名古屋への進出については、同社の開発した超々ジュラルミン（ＥＳＤ）
について、零式艦上戦闘機の試作機十二試の「主桁に住友の超々ジュラルミンＥＳＤとい
う新材料の押出型材を我国で始めて採用したことで」あり、設計主任の堀越二郎は、１９
３８年３月に「大阪の住友金属工業伸銅所に出張し」、開発した五十嵐勇と「会談」し、そ
の採用を決定している（前掲、『零戦 日本海軍航空小史』、７５―７７ページ）。五十嵐勇
は１９４１年に設立された名古屋軽合金製造所の研究部長に就任している（『住友軽金属工
業 年表』住友軽金属工業、１９７４年、７２ページ）。 
さらに、海軍航空本部からプロペラ増産を要求されたことから（１９４０年１１月）、名
古屋軽合金製造所においても工場を拡張し素材増産を推進する（同上、７８－７９ページ）。
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その結果、名古屋軽合金製造所は、住友金属工業の軽合金製造の一大拠点となる（表７）。 
既にみた、名古屋臨港工業地帯に立地する愛知時計電機と三菱重工業名古屋航空機製作所
における航空機増産に対応するものであった。 
 
表７ 住友金属工業の戦時中の軽合金生産（単位、屯） 
年度     伸銅所     名古屋軽合金製造所 
昭和１６年度 １１，９５５      ８２ 
昭和１７年度 １７，２９１   ４，６１９ 
昭和１８年度 ２２，５２２  ２２，０５７ 
昭和１９年度 ２１，７１４  ３１，２５６ 
出所：『住友金属工業六十年小史』１９５７年、１９１ページ。 
 
 
 
国立科学博物館企画展「空と宇宙展」(２０１０年)に展示された零式艦上戦闘機プロペラ金
型（筆者撮影）。 
 
 しかし、「十九年後半には原材料がいよいよ窮迫したうえ、労働力が質的に著しく低下し
て増産を阻み、生産縮小」へと向かう。さらに東南海地震によって、「生産は一層の支障を
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きたすことになった」（前掲、『住友金属工業六十年小史』、１９２ページ）。そして「その
本格的な復旧工事に取りかかろうとした時には空襲が激化して、復旧よりも疎開」を推進
せざるを得ないものとなった」（同上、１９３ページ）。 
  
 
新扶桑金属工業伸銅所の製造品が伸銅品・軽金属・圧延品・器具製品であるこ
とを示す資料（ＥＸＰＯＲＴ ＧＵＩＤＥ ＴＯ ＣＥＮＴＲＡＬ ＪＡＰＡ
Ｎ ＶＯＬ １、   ＨＡＢＵ ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ  
ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ ＮＡＧＯＹＡ １９５０)。 
 
 戦後の名古屋軽合金製造所は、１９４５年１０月に名古屋製造所と改称し、住友金属工
業も扶桑金属工業に変更する（同年１１月）。１９４７年には、名古屋製造所を伸銅所と改
称する。同所は、戦後生産再開とともに、「アルミ圧延品に加えて伸銅品の生産を開始し」
「写真用銅板、占領軍向け冷蔵庫用銅管などを主としていた」が、１９４９年には新扶桑
金属工業伸銅所として（前掲、『住友金属工業 年表』）、職員２９６人、工員男８９３人、
工員女２７人という従業員構成の下、「伸銅品、軽金属、圧延品、器具製品」を主要製品と
する事業所となる（名古屋管区経済局『中部産業要覧』昭和２６年刊行）。１９５２年には
27 
 
住友金属工業の称号に復帰している（前掲、『住友金属工業 年表』）。 
 なお、１９４３年に名古屋軽合金製造所の増産体制のために、当時の愛知県愛知郡鳴海
の名古屋製陶鳴海工場を買収し、設置した名古屋軽合金製造所鳴海支所（１９４４年に鳴
海製作所と改称）は、戦後、民需転換し、住友金属工業から分離され、鳴海製陶となって
いる（前掲、『住友金属工業 年表』）。 
 
※ 本冊子は、「愛知・名古屋 戦争に関する資料館」の企画展示「戦争と企業―都市名
古屋への航空機工業の集積と戦後民需転換―」の準備資料として作成したものである。 
